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１ 特別職

２ 一般職

（１）総括 （単位：千円）

（手当の内訳）

※（　）内は、再任用短時間職員及び週の所定労働時間が38時間45分未満の会計年度任用職員を外書。

※職員手当には児童手当を含まない。その他手当は単身赴任手当、選挙手当、除雪手当及び統計手当をいう。

　ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

（手当の内訳）

※この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員について記載。

※（　）内は、再任用短時間職員を外書。

※職員手当には児童手当を含まない。その他手当は単身赴任手当、選挙手当、除雪手当及び統計手当をいう。

給　　　　与　　　　費　　　　明　　　　細　　　　書

区分

職員数 給与費

共済費 合計
備考報酬 給料

期末
手当

支給率
地域
手当

その他
の手当

計

（人） （千円） （千円） （千円） （月分） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度

長　等

議　員

その他の特別職 15 264 264 264

計 15 264 264 264

前年度

長　等

議　員

その他の特別職 15 198 198 198

計 15 198 198 198

比　較

長　等

議　員

その他の特別職 66 66 66

計 66 66 66

区分
職員数
（人）

　給与費
共済費 合計 備考

報酬 給料 職員手当 計

本年度 13 (23) 6,635 42,843 30,348 79,826 14,877 94,703

前年度 14 (25) 5,841 44,045 26,571 76,457 14,378 90,835

比　較 -1 (-2) 794 -1,202 3,777 3,369 499 3,868

区分 扶養手当 通勤手当 住居手当
管理職
手当

時間外、
休日勤務

手当

宿日直
手当

特殊勤務
手当

期末手当 勤勉手当 地域手当
初任給調
整手当

その他
手当

退職手当

本年度 1,632 725 1,775 7,605 8 10,830 6,438 1,335

前年度 1,098 804 252 1,775 5,017 44 10,067 6,160 1,354

比　較 534 -79 -252 2,588 -36 763 278 -19

区分
職員数
（人）

　給与費
共済費 合計 備考

報酬 給料 職員手当 計

本年度 10 (0) 37,009 28,043 65,052 12,886 77,938

前年度 10 (0) 35,652 24,057 59,709 12,356 72,065

比　較 1,357 3,986 5,343 530 5,873

区分 扶養手当 通勤手当 住居手当
管理職
手当

時間外、
休日

勤務手当

宿日直
手当

特殊勤務
手当

期末手当 勤勉手当 地域手当
初任給調
整手当

その他
手当

退職手当

本年度 1,632 651 1,775 7,382 8 8,997 6,438 1,160

前年度 1,098 673 252 1,775 4,277 44 8,675 6,160 1,103

比　較 534 -22 -252 3,105 -36 322 278 57

－ ２４ －



　イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

（手当の内訳）

※この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員について記載。

※（　）内は、週の所定労働時間が38時間45分未満の会計年度任用職員を外書。

※職員手当には児童手当を含まない。その他手当は単身赴任手当、選挙手当、除雪手当及び統計手当をいう。

（２）給料及び職員手当の増減額の明細 （単位：千円）

1.給与改定に伴う増減分

2.昇給に伴う増加分

3.その他の増減分

1.制度改正に伴う増減分

2.その他の増減分

（３）給料及び職員手当の状況

　ア 職員１人当たり給与 （単位：円）

　イ 初任給 （単位：円）

区分
職員数
（人）

　給与費
共済費 合計 備考

報酬 給料 職員手当 計

本年度 3 (23) 6,635 5,834 2,305 14,774 1,991 16,765

前年度 4 (25) 5,841 8,393 2,514 16,748 2,022 18,770

比　較 -1 (-2) 794 -2,559 -209 -1,974 -31 -2,005

区分 扶養手当 通勤手当 住居手当
管理職
手当

時間外、
休日

勤務手当

宿日直
手当

特殊勤務
手当

期末手当 勤勉手当 地域手当
初任給調
整手当

その他
手当

退職手当

本年度 74 223 1,833

前年度 131 251

175

-517

740 1,392

比　較 -57

区分 増減額 増減事由別内訳 説明 備考

441 -76

給料 -1,202

686

-1,888

職員手当 3,777 583 期末手当（正規職員-176、会計年度
任用職員759）

3,194

区分 行政職 教育職
幼児

教育職
技能

労務職
医療職

(1)
医療職

(2)
医療職

(3)
再任用

令和３年
１月１日

現在

平均給料月額 300,467

平均給与月額 359,268

平均年齢（歳） 38歳3月

区分 行政職 幼児教育職 技能労務職 医療職（2） 医療職（3）

高校卒（初級） 154,900 - 154,900 -

短大卒（中級） 165,900 175,500 - 184,700 215,200

大学卒（上級） 188,700 191,300 - 194,700 220,700

区分
国の制度

行政職 幼児教育職 技能労務職 医療職（2） 医療職（3）

高校卒（初級） 150,600 - 147,900 -

短大卒（中級） - - - 177,400 200,700

大学卒（上級）
総合職 195,500
一般職 182,200

- - 188,400 212,600

－ ２５ －



　ウ 級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

課長
参事

部長
次長

医療職（３） 准看護師 看護師
主査、相当高
度な業務を行

う看護師

係長
主幹

課長
参事

課長代理
副参事

部長
次長

医療職（２） 技師
薬剤師、相当
高度な業務を

行う技師

主査、相当高
度な業務を行う
薬剤師、高度な
業務を行う技師

係長
主幹

課長代理
副参事

医療職（１）
診療所で医療
業務を行う医師

診療所で相当
高度の知識、
経験に基づき
困難な医療業
務を行う医師

診療所で高度
の知識、経験に
基づき困難な
医療業務を行う
医師

診療所できわ
めて高度の知
識、経験に基
づき困難な医
療業務を行う医
師

技能労務職
技能職
労務職

技能職
労務職

技能職 技能職

幼児教育職

主事
保育士

幼稚園教諭
保育教諭

主事
保育士

幼稚園教諭
保育教諭

主査
保育士

幼稚園教諭
保育教諭

係長
主幹

主幹保育士
主幹教諭

主幹保育教諭

課長代理
副参事
副園長

課長
参事
園長

部長
次長
園長

教育職 教諭
係長
主幹

課長
参事

課長代理
副参事

課長
（校長待遇）

６級 ７級

行政職 主事 主事 主査
係長
主幹

課長代理
副参事

課長
参事

部長
次長

区分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

計 計計 計

77

6 66

5 55

4 44 4

3 33 3

2 2

1

2 2

構成比
（％）

令和３年1月1日
現在

1 1 1

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

区分

医療職（1） 医療職（2） 医療職（3） 再任用

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

計 計計 9 100 計

77

66

55 3 33.3

4 44 2 22.2 4

3 33 3

2 2

1

2 3 33.3 2

令和３年1月1日
現在

1 1 11.2 1 1

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

区分

行政職 教育職 幼児教育職 技能労務職

－ ２６ －



　エ 期末手当・勤勉手当

　オ 定年退職及び応募認定退職にかかる退職手当（令和３年１月１日現在）

扶養手当、住居手当、通勤手当
国の制度との異同

国に同じ

- - -

代表的な
特殊勤務手当の名称

市税等滞納処分従事手当

　ク その他の手当

- - - -

支給対象職員の比率(%)
　（令和３年1月1日現在）

11.11 11.11 - - -

幼児
教育職

技能
労務職

医療職
（1）

医療職
（2）

医療職
（3）

給料総額に対する比率(%) 0.06 0.06 - -

支給対象職員 市内全地域

国の指定基準 に基づく支給率 ３％

　キ 特殊勤務手当

区分 全職種

代表的な職種

行政職 教育職

２％～４５％加算

　カ 地域手当

支給対象地域 市内全地域

支給率 ３％

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

備考

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

２％～４５％加算

区分
20年勤続の者

（月分）
25年勤続の者

（月分）
35年勤続の者

（月分）
最高限度
（月分）

その他の加算措置等

国の制度 2.250 2.200 4.450 有

令和２年度 2.250 2.200 4.450 有

区分
支給期別支給率 支給率計

（月分）
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備考
６月（月分） １２月（月分）

－ ２７ －
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１ 特別職

２ 一般職

（１）総括 （単位：千円）

（手当の内訳）

※（　）内は、再任用短時間職員及び週の所定労働時間が38時間45分未満の会計年度任用職員を外書。

※職員手当には児童手当を含まない。その他手当は単身赴任手当、選挙手当、除雪手当及び統計手当をいう。

　ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

（手当の内訳）

※この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員について記載。

※（　）内は、再任用短時間職員を外書。

※職員手当には児童手当を含まない。その他手当は単身赴任手当、選挙手当、除雪手当及び統計手当をいう。

-933 -645 -114 -274比　較 -120 -549

1,200 3,564 2,520 439 2,738前年度 516 240 756 725

2,631 1,875 325 2,464

その他
手当

退職手当

本年度 516 120 756 176 1,200

宿日直
手当

特殊勤務
手当

期末手当 勤勉手当 地域手当
初任給調
整手当

-6,408 -1,177 -7,585

区分 扶養手当 通勤手当 住居手当
管理職
手当

時間外、
休日

勤務手当

26,810 4,841 31,651

比　較 -1 (0) -3,773 -2,635

20,402 3,664 24,066

前年度 3 (0) 14,112 12,698

本年度 2 (0) 10,339 10,063

区分
職員数
（人）

　給与費
共済費 合計 備考

報酬 給料 職員手当 計

-794 -645 -112 -274比　較 -121 -630

1,200 3,834 2,520 495 2,738前年度 516 291 756 880

3,040 1,875 383 2,464

その他
手当

退職手当

本年度 516 170 756 250 1,200

宿日直
手当

特殊勤務
手当

期末手当 勤勉手当 地域手当
初任給調
整手当

-6,286 -1,018 -7,304

区分 扶養手当 通勤手当 住居手当
管理職
手当

時間外、
休日勤務

手当

29,201 5,221 34,422

比　較 -1 (0) -3,710 -2,576

22,915 4,203 27,118

前年度 4 (0) 15,971 13,230

本年度 3 (0) 12,261 10,654

区分
職員数
（人）

　給与費
共済費 合計 備考

報酬 給料 職員手当 計

計

その他の特別職

議　員
比　較

長　等

計

その他の特別職

議　員
前年度

長　等

計

その他の特別職

議　員

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度

長　等

期末
手当

支給率
地域
手当

その他
の手当

計

（人） （千円） （千円） （千円） （月分）

給　　　　与　　　　費　　　　明　　　　細　　　　書

区分

職員数 給与費

共済費 合計
備考報酬 給料

－ ４４ －



　イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

（手当の内訳）

※この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員について記載。

※（　）内は、週の所定労働時間が38時間45分未満の会計年度任用職員を外書。

※職員手当には児童手当を含まない。その他手当は単身赴任手当、選挙手当、除雪手当及び統計手当をいう。

（２）給料及び職員手当の増減額の明細 （単位：千円）

1.給与改定に伴う増減分

2.昇給に伴う増加分

3.その他の増減分

1.制度改正に伴う増減分

2.その他の増減分

（３）給料及び職員手当の状況

　ア 職員１人当たり給与 （単位：円）

　イ 初任給 （単位：円）

大学卒（上級）
総合職 195,500
一般職 182,200

- - 188,400 212,600

200,700短大卒（中級） - - - 177,400

医療職（2） 医療職（3）

高校卒（初級） 150,600 - 147,900 -

区分
国の制度

行政職 幼児教育職 技能労務職

大学卒（上級） 188,700 191,300 - 194,700 220,700

215,200短大卒（中級） 165,900 175,500 - 184,700

高校卒（初級） 154,900 - 154,900 -

区分 行政職 幼児教育職 技能労務職 医療職（2） 医療職（3）

平均年齢（歳） 56歳7月 50歳1月

平均給与月額 1,002,723 335,784

医療職
(3)

再任用

令和３年
１月１日

現在

平均給料月額 541,100 315,700

区分 行政職 教育職
幼児

教育職
技能

労務職
医療職

(1)
医療職

(2)

-2,664

職員手当 -2,576 88 期末手当（正規職員-51、会計年度
任用職員139）

-3,806

96

給料 -3,710

区分 増減額 増減事由別内訳 説明 備考

139 2比　較 -1 -81

270 56前年度 51 155

409 58

その他
手当

退職手当

本年度 50 74

宿日直
手当

特殊勤務
手当

期末手当 勤勉手当 地域手当
初任給調
整手当

122 159 281

区分 扶養手当 通勤手当 住居手当
管理職
手当

時間外、
休日

勤務手当

2,391 380 2,771

比　較 63 59

2,513 539 3,052

前年度 1 (0) 1,859 532

本年度 1 (0) 1,922 591

区分
職員数
（人）

　給与費
共済費 合計 備考

報酬 給料 職員手当 計

－ ４５ －



　ウ 級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

課長
参事

部長
次長

医療職（３） 准看護師 看護師
主査、相当高
度な業務を行

う看護師

係長
主幹

課長
参事

課長代理
副参事

部長
次長

医療職（２） 技師
薬剤師、相当
高度な業務を

行う技師

主査、相当高
度な業務を行う
薬剤師、高度な
業務を行う技師

係長
主幹

課長代理
副参事

医療職（１）
診療所で医療
業務を行う医師

診療所で相当
高度の知識、
経験に基づき
困難な医療業
務を行う医師

診療所で高度
の知識、経験に
基づき困難な
医療業務を行う
医師

診療所できわ
めて高度の知
識、経験に基
づき困難な医
療業務を行う医
師

技能労務職
技能職
労務職

技能職
労務職

技能職 技能職

幼児教育職

主事
保育士

幼稚園教諭
保育教諭

主事
保育士

幼稚園教諭
保育教諭

主査
保育士

幼稚園教諭
保育教諭

係長
主幹

主幹保育士
主幹教諭

主幹保育教諭

課長代理
副参事
副園長

課長
参事
園長

部長
次長
園長

教育職 教諭
係長
主幹

課長
参事

課長代理
副参事

課長
（校長待遇）

６級 ７級

行政職 主事 主事 主査
係長
主幹

課長代理
副参事

課長
参事

部長
次長

区分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

計 計計 1 100 計 2 100

77

6 66

5 55

4 44 4

3 33 1 100 3 2 100

2 2

1

2 2

構成比
（％）

令和３年1月1日
現在

1 1 1

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

区分

医療職（1） 医療職（2） 医療職（3） 再任用

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

計 計計 計

77

66

55

4 44 4

3 33 3

2 2

1

2 2

令和３年1月1日
現在

1 1 1

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

区分

行政職 教育職 幼児教育職 技能労務職

－ ４６ －



　エ 期末手当・勤勉手当

　オ 定年退職及び応募認定退職にかかる退職手当（令和３年１月１日現在）

扶養手当、住居手当、通勤手当
国の制度との異同

国に同じ

1.00 - -

代表的な
特殊勤務手当の名称

医師診療所業務従事手当

　ク その他の手当

- 0.10 - -

支給対象職員の比率(%)
　（令和３年1月1日現在）

0.33 - - - -

幼児
教育職

技能
労務職

医療職
（1）

医療職
（2）

医療職
（3）

給料総額に対する比率(%) 0.06 - - -

支給対象職員 市内全地域

国の指定基準 に基づく支給率 ３％

　キ 特殊勤務手当

区分 全職種

代表的な職種

行政職 教育職

２％～４５％加算

　カ 地域手当

支給対象地域 市内全地域

支給率 ３％

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

備考

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

２％～４５％加算

区分
20年勤続の者

（月分）
25年勤続の者

（月分）
35年勤続の者

（月分）
最高限度
（月分）

その他の加算措置等

国の制度 2.250 2.200 4.450 有

令和２年度 2.250 2.200 4.450 有

区分
支給期別支給率 支給率計

（月分）
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備考
６月（月分） １２月（月分）

－ ４７ －



－
 ４

８
 －



（単位：千円）

前 年 度 末 当該年度末

区分 現在高見込額 当該年度中 当該年度中

（令和元年度末） （令和2年度末） 起債見込額 元金償還見込額 現在高見込額

診療所施設整備事業債 28,394 50,375 0 7,405 42,970

地 方 債 の 前 々 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 前 年 度 末 及 び
当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

当該年度中増減見込額

－
 ４

９
 －



－ ５０ －



 

 

 

 

 

 

 

 

 

長浜市後期高齢者医療保険 

特別会計予算 
 

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





－ ５１ －
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当
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－ ５２ －



－ ５３ －



－ ５４ －



－ ５５ －



－ ５６ －



－ ５７ －



－ ５８ －



－ ５９ －



－ ６０ －



－ ６１ －



－ ６２ －



－ ６３ －



１ 特別職

２ 一般職

（１）総括 （単位：千円）

（手当の内訳）

※（　）内は、再任用短時間職員及び週の所定労働時間が38時間45分未満の会計年度任用職員を外書。

※職員手当には児童手当を含まない。その他手当は単身赴任手当、選挙手当、除雪手当及び統計手当をいう。

　ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

（手当の内訳）

※この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員について記載。

※（　）内は、再任用短時間職員を外書。

※職員手当には児童手当を含まない。その他手当は単身赴任手当、選挙手当、除雪手当及び統計手当をいう。

1,116 763 141比　較 420 86 591

763 141

前年度

退職手当

本年度 420 86 591 1,116

特殊勤務
手当

期末手当 勤勉手当 地域手当
初任給調
整手当

その他
手当

1,415 8,798

区分 扶養手当 通勤手当 住居手当
管理職
手当

時間外、
休日

勤務手当

宿日直
手当

比　較 1 (0) 4,266 3,117 7,383

1,415 8,798

前年度

計

本年度 1 (0) 4,266 3,117 7,383

区分
職員数
（人）

　給与費
共済費 合計 備考

報酬 給料 職員手当

1,116 763 141比　較 420 86 591

763 141

前年度

退職手当

本年度 420 86 591 1,116

特殊勤務
手当

期末手当 勤勉手当 地域手当
初任給調
整手当

その他
手当

1,415 8,798

区分 扶養手当 通勤手当 住居手当
管理職
手当

時間外、
休日勤務

手当

宿日直
手当

比　較 1 (0) 4,266 3,117 7,383

1,415 8,798

前年度

計

本年度 1 (0) 4,266 3,117 7,383

区分
職員数
（人）

　給与費
共済費 合計 備考

報酬 給料 職員手当

計

その他の特別職

議　員
比　較

長　等

計

その他の特別職

議　員
前年度

長　等

計

その他の特別職

議　員

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度

長　等

期末
手当

支給率
地域
手当

その他
の手当

計

（人） （千円） （千円） （千円） （月分）

給　　　　与　　　　費　　　　明　　　　細　　　　書

区分

職員数 給与費

共済費 合計
備考報酬 給料

－ ６４ －



　イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

（手当の内訳）

※この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員について記載。

※（　）内は、週の所定労働時間が38時間45分未満の会計年度任用職員を外書。

※職員手当には児童手当を含まない。その他手当は単身赴任手当、選挙手当、除雪手当及び統計手当をいう。

（２）給料及び職員手当の増減額の明細 （単位：千円）

1.給与改定に伴う増減分

2.昇給に伴う増加分

3.その他の増減分

1.制度改正に伴う増減分

2.その他の増減分

（３）給料及び職員手当の状況

　ア 職員１人当たり給与 （単位：円）

　イ 初任給 （単位：円）

大学卒（上級）
総合職 195,500
一般職 182,200

- - 188,400 212,600

200,700短大卒（中級） - - - 177,400

医療職（2） 医療職（3）

高校卒（初級） 150,600 - 147,900 -

区分
国の制度

行政職 幼児教育職 技能労務職

大学卒（上級） 188,700 191,300 - 194,700 220,700

215,200短大卒（中級） 165,900 175,500 - 184,700

高校卒（初級） 154,900 - 154,900 -

区分 行政職 幼児教育職 技能労務職 医療職（2） 医療職（3）

平均年齢（歳）

平均給与月額

医療職
(2)

医療職
(3)

再任用

令和３年
１月１日

現在

平均給料月額

区分 行政職 教育職
幼児

教育職
技能

労務職
医療職

(1)

3,117

職員手当 3,117

4,266

給料 4,266

区分 増減額 増減事由別内訳 説明 備考

比　較

前年度

退職手当

本年度

特殊勤務
手当

期末手当 勤勉手当 地域手当
初任給調
整手当

その他
手当

区分 扶養手当 通勤手当 住居手当
管理職
手当

時間外、
休日

勤務手当

宿日直
手当

比　較

前年度

計

本年度

区分
職員数
（人）

　給与費
共済費 合計 備考

報酬 給料 職員手当

－ ６５ －



　ウ 級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

課長
参事

部長
次長

医療職（３） 准看護師 看護師
主査、相当高
度な業務を行

う看護師

係長
主幹

課長
参事

課長代理
副参事

部長
次長

医療職（２） 技師
薬剤師、相当
高度な業務を

行う技師

主査、相当高
度な業務を行う
薬剤師、高度な
業務を行う技師

係長
主幹

課長代理
副参事

医療職（１）
診療所で医療
業務を行う医師

診療所で相当
高度の知識、
経験に基づき
困難な医療業
務を行う医師

診療所で高度
の知識、経験に
基づき困難な
医療業務を行う
医師

診療所できわ
めて高度の知
識、経験に基
づき困難な医
療業務を行う医
師

技能労務職
技能職
労務職

技能職
労務職

技能職 技能職

幼児教育職

主事
保育士

幼稚園教諭
保育教諭

主事
保育士

幼稚園教諭
保育教諭

主査
保育士

幼稚園教諭
保育教諭

係長
主幹

主幹保育士
主幹教諭

主幹保育教諭

課長代理
副参事
副園長

課長
参事
園長

部長
次長
園長

教育職 教諭
係長
主幹

課長
参事

課長代理
副参事

課長
（校長待遇）

６級 ７級

行政職 主事 主事 主査
係長
主幹

課長代理
副参事

課長
参事

部長
次長

区分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

計 計計 計

77

6 66

5 55

4 44 4

3 33 3

2 2

1

2 2

構成比
（％）

令和３年1月1日
現在

1 1 1

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

区分

医療職（1） 医療職（2） 医療職（3） 再任用

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

計 計計 計

77

66

55

4 44 4

3 33 3

2 2

1

2 2

令和３年1月1日
現在

1 1 1

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

区分

行政職 教育職 幼児教育職 技能労務職

－ ６６ －



　エ 期末手当・勤勉手当

　オ 定年退職及び応募認定退職にかかる退職手当（令和３年１月１日現在）

扶養手当、住居手当、通勤手当
国の制度との異同

国に同じ

- - -

代表的な
特殊勤務手当の名称

　ク その他の手当

- - - -

支給対象職員の比率(%)
　（令和３年1月1日現在）

- - - - -

幼児
教育職

技能
労務職

医療職
（1）

医療職
（2）

医療職
（3）

給料総額に対する比率(%) - - - -

支給対象職員 市内全地域

国の指定基準 に基づく支給率 ３％

　キ 特殊勤務手当

区分 全職種

代表的な職種

行政職 教育職

２％～４５％加算

　カ 地域手当

支給対象地域 市内全地域

支給率 ３％

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

備考

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

２％～４５％加算

区分
20年勤続の者

（月分）
25年勤続の者

（月分）
35年勤続の者

（月分）
最高限度
（月分）

その他の加算措置等

国の制度 2.250 2.200 4.450 有

令和２年度 2.250 2.200 4.450 有

区分
支給期別支給率 支給率計

（月分）
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備考
６月（月分） １２月（月分）

－ ６７ －



－ ６８ －



 

 

 

 

 

 

 

 

 

長浜市介護保険特別会計予算 

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





－ ６９ －



－ ７０ －



－ ７１ －



－ ７２ －



－ ７３ －



－ ７４ －



－ ７５ －



－ ７６ －



－ ７７ －



－ ７８ －



－ ７９ －



－ ８０ －



－ ８１ －



－ ８２ －



－ ８３ －



－ ８４ －



－ ８５ －



－ ８６ －



－ ８７ －



－ ８８ －



－ ８９ －



－ ９０ －



－ ９１ －



－ ９２ －



－ ９３ －



－ ９４ －



－ ９５ －



１ 特別職

２ 一般職

（１）総括 （単位：千円）

（手当の内訳）

※（　）内は、再任用短時間職員及び週の所定労働時間が38時間45分未満の会計年度任用職員を外書。

※職員手当には児童手当を含まない。その他手当は単身赴任手当、選挙手当、除雪手当及び統計手当をいう。

　ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

（手当の内訳）

※この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員について記載。

※（　）内は、再任用短時間職員を外書。

※職員手当には児童手当を含まない。その他手当は単身赴任手当、選挙手当、除雪手当及び統計手当をいう。

給　　　　与　　　　費　　　　明　　　　細　　　　書

区分

職員数 給与費

共済費 合計
備考報酬 給料

期末
手当

支給率
地域
手当

その他
の手当

計

（人） （千円） （千円） （千円） （月分） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度

長　等

議　員

その他の特別職 91 14,831 14,831 14,831

計 91 14,831 14,831 14,831

前年度

長　等

議　員

その他の特別職 125 15,131 15,131 15,131

計 125 15,131 15,131 15,131

比　較

長　等

議　員

その他の特別職 -34 -300 -300 -300

計 -34 -300 -300 -300

区分
職員数
（人）

　給与費
共済費 合計 備考

報酬 給料 職員手当 計

本年度 26 (9) 9,009 89,601 53,560 152,170 28,839 181,009

前年度 33 (13) 14,827 110,732 62,770 188,329 34,468 222,797

比　較 -7 (-4) -5,818 -21,131 -9,210 -36,159 -5,629 -41,788

区分 扶養手当 通勤手当 住居手当
管理職
手当

時間外、
休日勤務

手当

宿日直
手当

特殊勤務
手当

期末手当 勤勉手当 地域手当
初任給調
整手当

その他
手当

退職手当

本年度 954 1,728 2,461 12,697 21,575 11,552 2,593

前年度 1,494 1,878 576 3,053 12,440 25,442 14,521 3,366

比　較 -540 -150 -576 -592 257 -3,867 -2,969 -773

区分
職員数
（人）

　給与費
共済費 合計 備考

報酬 給料 職員手当 計

本年度 17 (0) 65,789 45,650 111,439 22,238 133,677

前年度 22 (0) 83,068 53,801 136,869 28,034 164,903

比　較 -5 (0) -17,279 -8,151 -25,430 -5,796 -31,226

区分 扶養手当 通勤手当 住居手当
管理職
手当

時間外、
休日

勤務手当

宿日直
手当

特殊勤務
手当

期末手当 勤勉手当 地域手当
初任給調
整手当

その他
手当

退職手当

本年度 954 1,153 2,461 11,877 15,774 11,552 1,879

前年度 1,494 1,293 576 3,053 10,123 20,204 14,521 2,537

比　較 -540 -140 -576 -592 1,754 -4,430 -2,969 -658

－ ９６ －



　イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

（手当の内訳）

※この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員について記載。

※（　）内は、週の所定労働時間が38時間45分未満の会計年度任用職員を外書。

※職員手当には児童手当を含まない。その他手当は単身赴任手当、選挙手当、除雪手当及び統計手当をいう。

（２）給料及び職員手当の増減額の明細 （単位：千円）

1.給与改定に伴う増減分

2.昇給に伴う増加分

3.その他の増減分

1.制度改正に伴う増減分

2.その他の増減分

（３）給料及び職員手当の状況

　ア 職員１人当たり給与 （単位：円）

　イ 初任給 （単位：円）

区分
職員数
（人）

　給与費
共済費 合計 備考

報酬 給料 職員手当 計

本年度 9 (9) 9,009 23,812 7,910 40,731 6,601 47,332

前年度 11 (13) 14,827 27,664 8,969 51,460 6,434 57,894

比　較 -2 (-4) -5,818 -3,852 -1,059 -10,729 167 -10,562

区分 扶養手当 通勤手当 住居手当
管理職
手当

時間外、
休日

勤務手当

宿日直
手当

特殊勤務
手当

期末手当 勤勉手当 地域手当
初任給調
整手当

その他
手当

退職手当

本年度 575 820 5,801

前年度 585 829

714

-1,497

2,317 5,238

比　較 -10

区分 増減額 増減事由別内訳 説明 備考

563 -115

給料 -21,131

889

-22,020

職員手当 -9,210 2,062 期末手当（正規職員-309、会計年度
任用職員2,371）

-11,272

区分 行政職 教育職
幼児

教育職
技能

労務職
医療職

(1)
医療職

(2)
医療職

(3)
再任用

令和３年
１月１日

現在

平均給料月額 320,138 314,000

平均給与月額 397,756 350,534

平均年齢（歳） 44歳2月 44歳7月

区分 行政職 幼児教育職 技能労務職 医療職（2） 医療職（3）

高校卒（初級） 154,900 - 154,900 -

短大卒（中級） 165,900 175,500 - 184,700 215,200

大学卒（上級） 188,700 191,300 - 194,700 220,700

区分
国の制度

行政職 幼児教育職 技能労務職 医療職（2） 医療職（3）

高校卒（初級） 150,600 - 147,900 -

短大卒（中級） - - - 177,400 200,700

大学卒（上級）
総合職 195,500
一般職 182,200

- - 188,400 212,600

－ ９７ －



　ウ 級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

区分

行政職 教育職 幼児教育職 技能労務職

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

令和３年1月1日
現在

1 2 9.5 1 1 1

2 2 9.5 2 2 2

3 4 19.0 3 3 3

4 8 38.2 4 4 4

5 5 23.8 5

6 6

7 7

計 21 100 計 計 計

区分

医療職（1） 医療職（2） 医療職（3） 再任用

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

令和３年1月1日
現在

1 1 1 1

2 2 2 2

3 3 3 1 100 3

4 4 4 4

5 5 5

6 6 6

7 7

計 計 計 1 100 計

区分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

行政職 主事 主事 主査
係長
主幹

課長代理
副参事

課長
参事

部長
次長

教育職 教諭
係長
主幹

課長
参事

課長代理
副参事

課長
（校長待遇）

幼児教育職

主事
保育士

幼稚園教諭
保育教諭

主事
保育士

幼稚園教諭
保育教諭

主査
保育士

幼稚園教諭
保育教諭

係長
主幹

主幹保育士
主幹教諭

主幹保育教諭

課長代理
副参事
副園長

課長
参事
園長

部長
次長
園長

技能労務職
技能職
労務職

技能職
労務職

技能職 技能職

医療職（１）
診療所で医療
業務を行う医師

診療所で相当
高度の知識、
経験に基づき
困難な医療業
務を行う医師

診療所で高度
の知識、経験に
基づき困難な
医療業務を行う
医師

診療所できわ
めて高度の知
識、経験に基
づき困難な医
療業務を行う医
師

医療職（２） 技師
薬剤師、相当
高度な業務を

行う技師

主査、相当高
度な業務を行う
薬剤師、高度な
業務を行う技師

係長
主幹

課長代理
副参事

課長
参事

部長
次長

医療職（３） 准看護師 看護師
主査、相当高
度な業務を行

う看護師

係長
主幹

課長
参事

課長代理
副参事

部長
次長

－ ９８ －



　エ 期末手当・勤勉手当

　オ 定年退職及び応募認定退職にかかる退職手当（令和３年１月１日現在）

区分
支給期別支給率 支給率計

（月分）
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備考
６月（月分） １２月（月分）

令和２年度 2.250 2.200 4.450 有

国の制度 2.250 2.200 4.450 有

２％～４５％加算

区分
20年勤続の者

（月分）
25年勤続の者

（月分）
35年勤続の者

（月分）
最高限度
（月分）

その他の加算措置等

47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

備考

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

２％～４５％加算

　カ 地域手当

支給対象地域 市内全地域

支給率 ３％

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075

支給対象職員 市内全地域

国の指定基準 に基づく支給率 ３％

　キ 特殊勤務手当

区分 全職種

代表的な職種

行政職 教育職
幼児

教育職
技能

労務職
医療職

（1）
医療職

（2）
医療職

（3）

給料総額に対する比率(%) - - - - - - - -

支給対象職員の比率(%)
　（令和３年1月1日現在）

- - - - -

扶養手当、住居手当、通勤手当
国の制度との異同

国に同じ

- - -

代表的な
特殊勤務手当の名称

　ク その他の手当

－ ９９ －
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長浜市休日急患診療所 

特別会計予算 
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１ 特別職

２ 一般職

（１）総括 （単位：千円）

（手当の内訳）

※（　）内は、再任用短時間職員及び週の所定労働時間が38時間45分未満の会計年度任用職員を外書。

※職員手当には児童手当を含まない。その他手当は単身赴任手当、選挙手当、除雪手当及び統計手当をいう。

　ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

（手当の内訳）

※この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員について記載。

※（　）内は、再任用短時間職員を外書。

※職員手当には児童手当を含まない。その他手当は単身赴任手当、選挙手当、除雪手当及び統計手当をいう。

給　　　　与　　　　費　　　　明　　　　細　　　　書

区分

職員数 給与費

共済費 合計
備考報酬 給料

期末
手当

支給率
地域
手当

その他
の手当

計

（人） （千円） （千円） （千円） （月分） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度

長　等

議　員

その他の特別職 147 16,740 16,740 16,740

計 147 16,740 16,740 16,740

前年度

長　等

議　員

その他の特別職 144 16,944 16,944 16,944

計 144 16,944 16,944 16,944

比　較

長　等

議　員

その他の特別職 3 -204 -204 -204

計 3 -204 -204 -204

区分
職員数
（人）

　給与費
共済費 合計 備考

報酬 給料 職員手当 計

本年度 1 (20) 7,644 2,415 695 10,754 688 11,442

前年度 1 (22) 7,516 2,415 726 10,657 534 11,191

比　較 (-2) 128 -31 97 154 251

区分 扶養手当 通勤手当 住居手当
管理職
手当

時間外、
休日勤務

手当

宿日直
手当

特殊勤務
手当

期末手当 勤勉手当 地域手当
初任給調
整手当

その他
手当

退職手当

本年度 94 529 72

前年度 303 351 72

比　較 -209 178

区分
職員数
（人）

　給与費
共済費 合計 備考

報酬 給料 職員手当 計

本年度

前年度

比　較

区分 扶養手当 通勤手当 住居手当
管理職
手当

時間外、
休日

勤務手当

宿日直
手当

特殊勤務
手当

期末手当 勤勉手当 地域手当
初任給調
整手当

その他
手当

退職手当

本年度

前年度

比　較

－ １１０ －



　イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

（手当の内訳）

※この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員について記載。

※（　）内は、週の所定労働時間が38時間45分未満の会計年度任用職員を外書。

※職員手当には児童手当を含まない。その他手当は単身赴任手当、選挙手当、除雪手当及び統計手当をいう。

（２）給料及び職員手当の増減額の明細 （単位：千円）

1.給与改定に伴う増減分

2.昇給に伴う増加分

3.その他の増減分

1.制度改正に伴う増減分

2.その他の増減分

（３）給料及び職員手当の状況

　ア 職員１人当たり給与 （単位：円）

　イ 初任給 （単位：円）

区分
職員数
（人）

　給与費
共済費 合計 備考

報酬 給料 職員手当 計

本年度 1 (20) 7,644 2,415 695 10,754 688 11,442

前年度 1 (22) 7,516 2,415 726 10,657 534 11,191

比　較 (-2) 128 -31 97 154 251

区分 扶養手当 通勤手当 住居手当
管理職
手当

時間外、
休日

勤務手当

宿日直
手当

特殊勤務
手当

期末手当 勤勉手当 地域手当
初任給調
整手当

その他
手当

退職手当

本年度 94 529

前年度 72

72

-209

303 351

比　較

区分 増減額 増減事由別内訳 説明 備考

178

給料

職員手当 -31

-31

区分 行政職 教育職
幼児

教育職
技能

労務職
医療職

(1)
医療職

(2)
医療職

(3)
再任用

令和３年
１月１日

現在

平均給料月額

平均給与月額

平均年齢（歳）

区分 行政職 幼児教育職 技能労務職 医療職（2） 医療職（3）

高校卒（初級） 154,900 - 154,900 -

短大卒（中級） 165,900 175,500 - 184,700 215,200

大学卒（上級） 188,700 191,300 - 194,700 220,700

区分
国の制度

行政職 幼児教育職 技能労務職 医療職（2） 医療職（3）

高校卒（初級） 150,600 - 147,900 -

短大卒（中級） - - - 177,400 200,700

大学卒（上級）
総合職 195,500
一般職 182,200

- - 188,400 212,600

－ １１１ －



　ウ 級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

区分

行政職 教育職 幼児教育職 技能労務職

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

令和３年1月1日
現在

1 1 1 1

2 2 2 2

3 3 3 3

4 4 4 4

5 5

6 6

7 7

計 計 計 計

区分

医療職（1） 医療職（2） 医療職（3） 再任用

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

令和３年1月1日
現在

1 1 1 1

2 2 2 2

3 3 3 3

4 4 4 4

5 5 5

6 6 6

7 7

計 計 計 計

区分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

行政職 主事 主事 主査
係長
主幹

課長代理
副参事

課長
参事

部長
次長

教育職 教諭
係長
主幹

課長
参事

課長代理
副参事

課長
（校長待遇）

幼児教育職

主事
保育士

幼稚園教諭
保育教諭

主事
保育士

幼稚園教諭
保育教諭

主査
保育士

幼稚園教諭
保育教諭

係長
主幹

主幹保育士
主幹教諭

主幹保育教諭

課長代理
副参事
副園長

課長
参事
園長

部長
次長
園長

技能労務職
技能職
労務職

技能職
労務職

技能職 技能職

医療職（１）
診療所で医療
業務を行う医師

診療所で相当
高度の知識、
経験に基づき
困難な医療業
務を行う医師

診療所で高度
の知識、経験に
基づき困難な
医療業務を行う
医師

診療所できわ
めて高度の知
識、経験に基
づき困難な医
療業務を行う医
師

医療職（２） 技師
薬剤師、相当
高度な業務を

行う技師

主査、相当高
度な業務を行う
薬剤師、高度な
業務を行う技師

係長
主幹

課長代理
副参事

課長
参事

部長
次長

医療職（３） 准看護師 看護師
主査、相当高
度な業務を行

う看護師

係長
主幹

課長
参事

課長代理
副参事

部長
次長

－ １１２ －



　エ 期末手当・勤勉手当

　オ 定年退職及び応募認定退職にかかる退職手当（令和３年１月１日現在）

区分
支給期別支給率 支給率計

（月分）
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備考
６月（月分） １２月（月分）

令和２年度 2.250 2.200 4.450 有

国の制度 2.250 2.200 4.450 有

２％～４５％加算

区分
20年勤続の者

（月分）
25年勤続の者

（月分）
35年勤続の者

（月分）
最高限度
（月分）

その他の加算措置等

47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

備考

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

２％～４５％加算

　カ 地域手当

支給対象地域 市内全地域

支給率 ３％

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075

支給対象職員 市内全地域

国の指定基準 に基づく支給率 ３％

　キ 特殊勤務手当

区分 全職種

代表的な職種

行政職 教育職
幼児

教育職
技能

労務職
医療職

（1）
医療職

（2）
医療職

（3）

給料総額に対する比率(%) - - - - - - - -

支給対象職員の比率(%)
　（令和３年1月1日現在）

- - - - -

扶養手当、住居手当、通勤手当
国の制度との異同

国に同じ

- - -

代表的な
特殊勤務手当の名称

　ク その他の手当

－ １１３ －
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長浜市農業集落排水事業 

特別会計予算 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





－ １１５ －



－ １１６ －



－ １１７ －



－ １１８ －



－ １１９ －



－ １２０ －



－ １２１ －



－ １２２ －



－ １２３ －



－ １２４ －



－ １２５ －



－ １２６ －



－ １２７ －



－ １２８ －



－ １２９ －



１ 特別職

２ 一般職

（１）総括 （単位：千円）

（手当の内訳）

※（　）内は、再任用短時間職員及び週の所定労働時間が38時間45分未満の会計年度任用職員を外書。

※職員手当には児童手当を含まない。その他手当は単身赴任手当、選挙手当、除雪手当及び統計手当をいう。

　ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

（手当の内訳）

※この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員について記載。

※（　）内は、再任用短時間職員を外書。

※職員手当には児童手当を含まない。その他手当は単身赴任手当、選挙手当、除雪手当及び統計手当をいう。

給　　　　与　　　　費　　　　明　　　　細　　　　書

区分

職員数 給与費

共済費 合計
備考報酬 給料

期末
手当

支給率
地域
手当

その他
の手当

計

（人） （千円） （千円） （千円） （月分） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度

長　等

議　員

その他の特別職

計

前年度

長　等

議　員

その他の特別職

計

比　較

長　等

議　員

その他の特別職

計

区分
職員数
（人）

　給与費
共済費 合計 備考

報酬 給料 職員手当 計

本年度 4 (1) 15,241 8,158 23,399 4,823 28,222

前年度 5 (1) 19,878 10,336 30,214 6,183 36,397

比　較 -1 (0) -4,637 -2,178 -6,815 -1,360 -8,175

区分 扶養手当 通勤手当 住居手当
管理職
手当

時間外、
休日勤務

手当

宿日直
手当

特殊勤務
手当

期末手当 勤勉手当 地域手当
初任給調
整手当

その他
手当

退職手当

本年度 318 538 336 653 36 3,545 2,316 416

前年度 240 287 306 1,118 62 4,611 3,158 554

比　較 78 251 30 -465 -26 -1,066 -842 -138

区分
職員数
（人）

　給与費
共済費 合計 備考

報酬 給料 職員手当 計

本年度 4 (0) 13,517 7,603 21,120 4,455 25,575

前年度 5 (0) 18,207 9,723 27,930 5,813 33,743

比　較 -1 (0) -4,690 -2,120 -6,810 -1,358 -8,168

区分 扶養手当 通勤手当 住居手当
管理職
手当

時間外、
休日

勤務手当

宿日直
手当

特殊勤務
手当

期末手当 勤勉手当 地域手当
初任給調
整手当

その他
手当

退職手当

本年度 318 435 336 568 36 3,178 2,316 416

前年度 240 184 306 844 62 4,375 3,158 554

比　較 78 251 30 -276 -26 -1,197 -842 -138

－ １３０ －



　イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

（手当の内訳）

※この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員について記載。

※（　）内は、週の所定労働時間が38時間45分未満の会計年度任用職員を外書。

※職員手当には児童手当を含まない。その他手当は単身赴任手当、選挙手当、除雪手当及び統計手当をいう。

（２）給料及び職員手当の増減額の明細 （単位：千円）

1.給与改定に伴う増減分

2.昇給に伴う増加分

3.その他の増減分

1.制度改正に伴う増減分

2.その他の増減分

（３）給料及び職員手当の状況

　ア 職員１人当たり給与 （単位：円）

　イ 初任給 （単位：円）

大学卒（上級）
総合職 195,500
一般職 182,200

- - 188,400 212,600

200,700短大卒（中級） - - - 177,400

医療職（2） 医療職（3）

高校卒（初級） 150,600 - 147,900 -

区分
国の制度

行政職 幼児教育職 技能労務職

大学卒（上級） 188,700 191,300 - 194,700 220,700

215,200短大卒（中級） 165,900 175,500 - 184,700

高校卒（初級） 154,900 - 154,900 -

区分 行政職 幼児教育職 技能労務職 医療職（2） 医療職（3）

平均年齢（歳） 36歳9月

平均給与月額 312,906

医療職
(3)

再任用

令和３年
１月１日

現在

平均給料月額 278,875

区分 行政職 教育職
幼児

教育職
技能

労務職
医療職

(1)
医療職

(2)

-2,234

職員手当 -2,178 56 期末手当（正規職員-62、会計年度
任用職員118）

-4,967

330

給料 -4,637

区分 増減額 増減事由別内訳 説明 備考

131比　較 -189

274 236前年度 103

退職手当

本年度 103 85 367

特殊勤務
手当

期末手当 勤勉手当 地域手当
初任給調
整手当

その他
手当

-2 -7

区分 扶養手当 通勤手当 住居手当
管理職
手当

時間外、
休日

勤務手当

宿日直
手当

370 2,654

比　較 53 -58 -5

368 2,647

前年度 0 (1) 1,671 613 2,284

計

本年度 0 (1) 1,724 555 2,279

区分
職員数
（人）

　給与費
共済費 合計 備考

報酬 給料 職員手当

－ １３１ －



　ウ 級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

区分

行政職 教育職 幼児教育職 技能労務職

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

令和３年1月1日
現在

1 1 1 1

2 1 25.0 2 2 2

3 2 50.0 3 3 3

4 1 25.0 4 4 4

5 5

6 6

7 7

計 4 100 計 計 計

区分

医療職（1） 医療職（2） 医療職（3） 再任用

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

令和３年1月1日
現在

1 1 1 1

2 2 2 2

3 3 3 3

4 4 4 4

5 5 5

6 6 6

7 7

計 計 計 計

区分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

行政職 主事 主事 主査
係長
主幹

課長代理
副参事

課長
参事

部長
次長

教育職 教諭
係長
主幹

課長
参事

課長代理
副参事

課長
（校長待遇）

幼児教育職

主事
保育士

幼稚園教諭
保育教諭

主事
保育士

幼稚園教諭
保育教諭

主査
保育士

幼稚園教諭
保育教諭

係長
主幹

主幹保育士
主幹教諭

主幹保育教諭

課長代理
副参事
副園長

課長
参事
園長

部長
次長
園長

技能労務職
技能職
労務職

技能職
労務職

技能職 技能職

医療職（１）
診療所で医療
業務を行う医師

診療所で相当
高度の知識、
経験に基づき
困難な医療業
務を行う医師

診療所で高度
の知識、経験に
基づき困難な
医療業務を行う
医師

診療所できわ
めて高度の知
識、経験に基
づき困難な医
療業務を行う医
師

医療職（２） 技師
薬剤師、相当
高度な業務を

行う技師

主査、相当高
度な業務を行う
薬剤師、高度な
業務を行う技師

係長
主幹

課長代理
副参事

課長
参事

部長
次長

医療職（３） 准看護師 看護師
主査、相当高
度な業務を行

う看護師

係長
主幹

課長
参事

課長代理
副参事

部長
次長

－ １３２ －



　エ 期末手当・勤勉手当

　オ 定年退職及び応募認定退職にかかる退職手当（令和３年１月１日現在）

区分
支給期別支給率 支給率計

（月分）
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備考
６月（月分） １２月（月分）

令和２年度 2.250 2.200 4.450 有

国の制度 2.250 2.200 4.450 有

２％～４５％加算

区分
20年勤続の者

（月分）
25年勤続の者

（月分）
35年勤続の者

（月分）
最高限度
（月分）

その他の加算措置等

47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

備考

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

２％～４５％加算

　カ 地域手当

支給対象地域 市内全地域

支給率 ３％

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075

支給対象職員 市内全地域

国の指定基準 に基づく支給率 ３％

　キ 特殊勤務手当

区分 全職種

代表的な職種

行政職 教育職
幼児

教育職
技能

労務職
医療職

（1）
医療職

（2）
医療職

（3）

給料総額に対する比率(%) 0.24 0.24 - - - - - -

支給対象職員の比率(%)
　（令和３年1月1日現在）

50.00 50.00 - - -

扶養手当、住居手当、通勤手当
国の制度との異同

国に同じ

- - -

代表的な
特殊勤務手当の名称

工事現場監督等従事手当

　ク その他の手当

－ １３３ －



（単位：千円）

前 年 度 末 当該年度末

区分 現在高見込額 当該年度中 当該年度中

（令和元年度末） （令和2年度末） 起債見込額 元金償還見込額 現在高見込額

農業集落排水事業債 4,976,620 4,570,144 200,800 545,989 4,224,955

地 方 債 の 前 々 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 前 年 度 末 及 び
当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

当該年度中増減見込額

－
 １

３
４

 －



 

 

 

 

 

 

 

 

 

長浜市病院事業会計予算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





　　（総　則）

－ １３５ －



普通貸借
又は証券
発行の方
法による。
ただし、そ
の全部又
は一部を
翌年度以
降に繰り
越し、起債
することが
できる。

－ １３６ －



－ １３７ －



 

－ １３８ －



－ １３９ －



－ １４０ －



－ １４１ －



－ １４２ －



－ １４３ －



－ １４４ －



－ １４５ －



－ １４６ －



－
 １

４
７

 －



－ １４８ －



－ １４９ －



－ １５０ －



－ １５１ －



－ １５２ －



－ １５３ －



－ １５４ －



－ １５５ －



－ １５６ －



－ １５７ －



－ １５８ －



－ １５９ －



－ １６０ －



－ １６１ －



－ １６２ －



－ １６３ －



－ １６４ －



－ １６５ －



－ １６６ －



 

－ １６７ －



－ １６８ －



－ １６９ －



－ １７０ －



－ １７１ －



－ １７２ －



－ １７３ －



－ １７４ －



 

－ １７５ －



－ １７６ －



 

 

 

 

 

 

 

 

 

長浜市老人保健施設事業 

会計予算 

                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





－ １７７ －



－ １７８ －



－ １７９ －



－ １８０ －



－ １８１ －



－ １８２ －



－ １８３ －



－ １８４ －



－ １８５ －



－ １８６ －



－ １８７ －



－ １８８ －



－ １８９ －



－ １９０ －



－ １９１ －



－ １９２ －



－ １９３ －



－ １９４ －



－ １９５ －



－ １９６ －



－ １９７ －



－ １９８ －



 

 

 

 

 

 

 

 

 

長浜市公共下水道事業 

会計予算 

                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





－ １９９ －



－ ２００ －



－ ２０１ －



－ ２０２ －



－ ２０３ －



－ ２０４ －



－ ２０５ －



－ ２０６ －



－ ２０７ －



※（　）内は、再任用短時間職員及び週の所定労働時間が38時間45分未満の会計年度任用職員を外書。
※職員手当には児童手当を含まない。

※この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員について記載。
※（　）内は、再任用短時間職員を外書。
※職員手当には児童手当を含まない。

(1)

(1)

(0)

(1)

(3)

(4)

－ ２０８ －



イ　会計年度任用職員

※この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員について記載。
※（　）内は、週の所定労働時間が38時間45分未満の会計年度任用職員を外書。
※職員手当には児童手当を含まない。

2．給料及び手当の増減額の明細

職員数の異動状況

勤勉手当△414

3．給料及び手当の状況

ア 職員1人当たり給与 （円）

平均年齢（歳） 45歳3月 62歳0月

区　　　　　　　　　分 行政職 再任用

令和3年
1月1日現在

平均給料月額 344,785 182,680

平均給与月額 409,077 193,347

手　　当 △ 4,420 制度改正に伴う増減分 △ 414

その他の増減分 △ 4,006

前 年 度 22 4 26

増   減 0 △ 1 △ 1

人 人 人

本 年 度 22 3 25

その他の増減分 △ 2,896

（その他） （計）
（現に在職する

職員数）

給　　料 △ 1,871 給与改定に伴う増減分

普通昇給に伴う増加分 1,025

区　　分 説　　　　　　　　　　　　明 備　　考
増　減　額 増減事由別内訳

（千円）　 （千円）　

昇給期間短縮に伴う増加分

前　年　度

比　　  較 207 0 △ 56 0 0 0 0

本　年　度 986 0 0 0 0 0

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

区　　　分

（千円）

手　　当 手　　当 手　　当 手　　当 手　　当

期　　末 地　　域 初任給調整 単身赴任 退　　職 賞与引当金

前　年　度

比　　  較 0 △ 71 0 0 △ 234 0 0

71 234手当の

内訳

区　　　分
扶　　養 通　　勤 住　　居 管 理 職 時 間 外 休日勤務 宿 日 直 特殊勤務

手　　当 手　　当 手　　当 手　　当 手　　当 手　　当

（千円） （千円） （千円）

勤　　勉

本　年　度 0 0

手　　当 手　　当

比 較 0 0 △ 1 (0) 761 △ 1,859 △ 154 △ 1,252

（千円） （千円）

0 0 0

△ 364 △ 1,616

（千円） （千円）

本 年 度 0 0 0 (3)
0 0

5,080 0 986 6,066 830 6,896

前 年 度 1 (3)

区　分

職　員　数 給　　　　与　　　　費 法 定
合　　計

特別職（人） 一 般 職 報　　酬 給　　料 手　　当 計 福 利 費

長 その他 （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0

手　　当 繰 入 額

779 56 0 0 0 0

4,319 1,859 1,140 7,318 1,194 8,512

0 0

（千円）

0

- 209 -



－ ２１０ －



－ ２１１ －



－ ２１２ －



－ ２１３ －



－ ２１４ －



－ ２１５ －



－ ２１６ －



－ ２１７ －



－ ２１８ －



－ ２１９ －



－ ２２０ －






